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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

 

回次
第46期
第３四半期
連結累計期間

第47期
第３四半期
連結累計期間

第46期

会計期間
自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日

自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日

自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日

売上高 (千円) 4,811,098 3,314,172 6,836,969

経常利益又は経常損失(△) (千円) 1,026,734 △1,585,784 1,440,023

親会社株主に帰属する四半期(当
期)純利益又は親会社株主に帰属
する四半期純損失(△)

(千円) 886,615 △1,806,090 1,221,734

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 887,019 △1,816,015 1,221,652

純資産額 (千円) 4,727,344 5,275,473 5,071,977

総資産額 (千円) 9,994,705 12,300,850 10,225,514

１株当たり四半期(当期)純利益
金額又は四半期純損失金額(△)

(円) 228.18 △388.46 308.37

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 225.00 － 303.79

自己資本比率 (％) 47.3 42.9 49.6
 

　

回次
第46期
第３四半期
連結会計期間

第47期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成27年10月１日
至　平成27年12月31日

自　平成28年10月１日
至　平成28年12月31日

１株当たり四半期純利益金額
又は四半期純損失金額（△）

(円) 83.51 △331.98
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　当社株式は、平成27年６月24日をもって、東京証券取引所マザーズ市場に上場しているため、第46期第３四

半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、新規上場日から第３四半期連結会計期

間末までの平均株価を期中平均株価とみなして算定しております。　

４　第47期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在

するものの、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。
　

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。　

　また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。　

（電子材料スライス周辺事業）

当第３四半期連結会計期間において、持分法適用の関連会社でありました中超住江デバイス・テクノロジー株式

会社の株式を追加取得したことにより、連結の範囲に含めております。

　

この結果、平成28年12月31日現在では、当社グループは、当社、連結子会社４社により構成されることとなりまし

た。

なお、第１四半期連結会計期間において、報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　経理の状

況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）　セグメント情報」の「２．報告セグメントの変更等

に関する事項」をご参照ください。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」からの重要な変

更があった事項は以下のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであり

ます。

 
(1) 特定の取引先に依存していることに起因するリスクについて

当社グループの主力製品である「ＤＩＮＡ－ＰＲＩＳＭ」（ダイヤモンドワイヤ）は、従来、中国企業である西

安隆基硅材料股份有限公司への販売依存度が特に高い状況にありましたが、当第２四半期連結累計期間で生じた取

引量の減少に伴い同社への依存度は下がっております。

一方で、新規取引先による当社ダイヤモンドワイヤの製品評価を進めた結果、当四半期末時点において同社に代

わる複数の新規販売先との大口取引が開始されております。なお、新規販売先は主に中国企業であります。

よって、今後も中国企業に対する依存度が高い状況は継続する見通しであり、その取引先の経営戦略の変更、販

売政策や購買政策等の変更、業績等の動向により、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があり

ます。

 

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

　

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用環境は良好に推移し、設備投資、生産及び輸出の持ち直

しにより緩やかな成長の動きが見られましたが、個人消費の低迷や、新興国経済の伸び悩み等による世界経済の減

速懸念、さらには米国新政権による経済政策の転換等により、国内景気の先行きは不透明感が増すこととなりまし

た。

このような状況下、当社グループは、主力事業である電子材料スライス周辺事業において、主要顧客との間にお

ける販売単価の交渉過程で生じた取引量の減少、また、中国における太陽電池用シリコンウエハメーカーによるウ

エハの供給過剰感が顕在化し、従来主要顧客に代わる新規大口顧客との取引開始に時間を要したことから、前年同

期に比べ売上高が大幅に減少することとなりました。

また、利益面は、売上減少に伴う悪化に加え、主力製品のダイヤモンドワイヤの仕様変更に伴う棚卸資産の評価

減の実施、また、平成28年12月末に連結子会社化した中超住江デバイス・テクノロジー株式会社の業況悪化にとも

なう、持分法による投資損失の発生（195百万円）、減損損失の計上（83百万円）等により大幅に悪化する結果とな

りました。

これらの結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は3,314百万円（前年同期比31.1％減）、営業損失は

1,381百万円（前年同期は980百万円の営業利益）、経常損失は1,585百万円（前年同期は1,026百万円の経常利

益）、親会社株主に帰属する四半期純損失は1,806百万円（前年同期は886百万円の親会社株主に帰属する四半期純

利益）となりました。

　

セグメントの業績は次のとおりであります。

なお、第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更しており、以下の前年同四半期比較について

は、前年同四半期の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値で比較しております。
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①　電子材料スライス周辺事業

電子材料スライス周辺事業においては、当第３四半期以降、主力製品であるダイヤモンドワイヤの受注、販売

ともに回復傾向を辿り、平成28年12月の販売数量は従来のピークに迫るほどに増加しておりますが、新規大口顧

客との取引開始に時間を要したことから、売上高は大幅に減少しました。

利益面についても、減収に伴う悪化に加え、ダイヤモンドワイヤの切削性能向上に伴う仕様変更による旧仕様

製品に係る棚卸資産の評価減848百万円を実施したことで大幅に悪化しました。

これらの結果、売上高は1,829百万円（前年同期比44.8％減）、セグメント損失は1,343百万円（前年同期は938

百万円のセグメント利益）となりました。

　

②　特殊精密機器事業

特殊精密機器事業においては、実装機向けノズル、工作機械向け耐摩工具ともに堅調な出荷状況にあり、ま

た、継続的な原価低減にも努めてまいりました。

これらの結果、売上高は475百万円（前年同期比0.4％減）、セグメント損失は25百万円（前年同期は60百万円

のセグメント損失）となりました。

　

③　化学繊維用紡糸ノズル事業

化学繊維用紡糸ノズル事業においては、国内外ともに各種ノズルの受注は堅調に推移しており、固定費削減の

推進等により利益面は前年同期を上回りました。

これらの結果、売上高は1,009百万円（前年同期比0.7％減）、セグメント利益は113百万円（前年同期比12.9％

増）となりました。

　

(2) 財政状態の分析

①　資産

有形固定資産の増加1,886百万円、受取手形及び売掛金の増加648百万円、現預金の減少576百万円等により、総

資産は前連結会計年度末に比べ2,075百万円増加し12,300百万円となりました。

②　負債

短期借入金の増加483百万円、1年内返済予定の長期借入金の増加285百万円、長期借入金の増加566百万円等に

より、負債は前連結会計年度末に比べ1,871百万円増加し7,025百万円となりました。

③　純資産

資本金の増加1,030百万円、資本剰余金の増加1,030百万円、利益剰余金の減少1,848百万円により、純資産は前

連結会計年度末に比べ203百万円減少し5,275百万円となりました。

この結果、自己資本比率は42.9％（前連結会計年度末は49.6％）となりました。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題は以下のとおりであり

ます。

　

当社グループの主力製品である「ＤＩＮＡ－ＰＲＩＳＭ」（ダイヤモンドワイヤ）は、従来、中国企業である西

安隆基硅材料股份有限公司への販売依存度が特に高い状況にありましたが、当第２四半期連結累計期間で生じた取

引量の減少に伴い同社への依存度が急激に下がった結果、当第２四半期末時点では、新規大口販売先を早急に確保

し販売額を回復させることが喫緊の課題となっておりました。

この課題の解決に向け、当社は新たに多結晶向けシリコンウエハ市場に対する営業活動を強化してまいりました

が、当第３四半期末時点において複数の新規販売先との大口取引の実現に至っております。

一方、新たな課題として、生産設備増強に伴う固定費増加や販売単価の下落等により低下した事業収益性の改善

が求められております。

これに対し、当社は引き続き単結晶シリコンウエハ市場の約２倍の規模となる多結晶シリコンウエハ市場に対す

る営業活動を強化し、更なる受注拡大による生産設備の稼働率向上を図ってまいります。

また合わせて、更なるダイヤモンドワイヤの細線化を図ることで、中国国内メーカーをはじめとする他社との差

異化、及び高付加価値製品の安定供給体制の構築に取り組み、利益率の改善を図ってまいります。

　

(4) 研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は251百万円であります。

EDINET提出書類

株式会社中村超硬(E31542)

四半期報告書

 4/20



　なお、当第３四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

(5) 従業員数

①　連結会社の状況

当第３四半期連結累計期間において、当社グループは従業員数が243名から336名となり、93名増加しておりま

す。主な理由は、生産ラインの増設及び中超住江デバイス・テクノロジー株式会社の連結子会社化により電子材

料スライス周辺事業で81名増加したことによるものです。

②　提出会社の状況

当第３四半期累計期間において、当社は従業員数が168名から225名となり、57名増加しております。主な理由

は、生産ラインの増設により電子材料スライス周辺事業で50名増加したことによるものです。

なお、従業員数は、当社から当社外への出向者を除く就業人員数であります。

　

(6) 主要な設備

前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設等について、当第３四半期連結累計期間に完成した

ものは、次のとおりであります。

会社名
事業所名

（所在地）
セグメントの名称 設備の内容 完了年月

提出会社

和泉工場

Ｄ-Ｎｅｘｔ

（大阪府和泉市）

電子材料スライス

周辺事業

ダイヤモンドワイヤ

製造設備

及び付随設備等

平成28年12月

沖縄工場
（沖縄県うるま市）

電子材料スライス

周辺事業

ダイヤモンドワイヤ

製造設備

及び付随設備等

平成28年12月
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 13,000,000

計 13,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成28年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年２月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,673,900 4,678,900
東京証券取引所
(マザーズ)

完全議決権株式であり、
権利内容に何ら限定のな
い当社における標準とな
る株式であります。な
お、単元株式数は100株
であります。

計 4,673,900 4,678,900 ― ―
 

(注) １．平成29年１月１日から平成29年１月31日までの間に、新株予約権の行使に伴い、発行済株式総数が5,000株

増加しております。

２．「提出日現在発行数」欄には、平成29年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使によ

り発行された株式数は含まれておりません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 
(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成28年12月31日 ― 4,673,900 ― 3,035,858 ― 1,733,983
 

（注）平成29年１月１日から平成29年１月31日までの間に、新株予約権の行使に伴い、発行済株式総数が5,000株、資

本金が1,750千円及び資本準備金が1,750千円増加しております。

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成28年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式 

4,671,700
46,717

権利内容に何ら制限のない当社の標
準となる株式であります。

単元未満株式
普通株式

2,200
― ―

発行済株式総数 4,673,900 ― ―

総株主の議決権 ― 46,717 ―
 

（注）当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成28年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 
② 【自己株式等】

該当事項はありません。

 
２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成28年10月１日から平成

28年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

 

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,799,807 2,222,932

  受取手形及び売掛金 744,340 1,392,389

  商品及び製品 239,474 216,085

  仕掛品 227,593 220,988

  原材料及び貯蔵品 382,697 648,985

  未収還付法人税等 － 20,693

  その他 483,085 531,898

  流動資産合計 4,876,997 5,253,973

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 1,636,693 2,137,906

   機械装置及び運搬具（純額） 1,497,049 2,103,872

   土地 1,204,139 1,204,139

   その他（純額） 350,626 1,129,383

   有形固定資産合計 4,688,510 6,575,302

  無形固定資産 100,154 113,908

  投資その他の資産 559,851 357,665

  固定資産合計 5,348,516 7,046,876

 資産合計 10,225,514 12,300,850
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 337,716 515,328

  短期借入金 625,000 1,108,663

  1年内返済予定の長期借入金 861,484 1,146,929

  未払法人税等 146,563 4,110

  賞与引当金 98,809 26,134

  役員賞与引当金 10,000 －

  受注損失引当金 1,571 926

  その他 354,606 619,501

  流動負債合計 2,435,752 3,421,593

 固定負債   

  長期借入金 2,104,002 2,670,099

  役員退職慰労引当金 160,859 139,869

  退職給付に係る負債 197,274 219,694

  その他 255,649 574,119

  固定負債合計 2,717,785 3,603,783

 負債合計 5,153,537 7,025,377

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,005,122 3,035,858

  資本剰余金 703,247 1,733,983

  利益剰余金 2,347,787 499,737

  株主資本合計 5,056,157 5,269,579

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 △159 1,451

  繰延ヘッジ損益 1,090 △628

  為替換算調整勘定 14,888 5,071

  その他の包括利益累計額合計 15,819 5,894

 非支配株主持分 － －

 純資産合計 5,071,977 5,275,473

負債純資産合計 10,225,514 12,300,850
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

売上高 4,811,098 3,314,172

売上原価 2,872,797 3,548,761

売上総利益 1,938,301 △234,588

販売費及び一般管理費 957,554 1,146,689

営業利益又は営業損失（△） 980,746 △1,381,278

営業外収益   

 受取利息 259 145

 受取配当金 50 74

 助成金収入 20,021 10,515

 持分法による投資利益 7,091 －

 保険解約返戻金 49,150 －

 業務受託料 25,380 25,380

 受取賃貸料 29,520 29,520

 その他 36,181 13,567

 営業外収益合計 167,653 79,202

営業外費用   

 支払利息 35,477 30,037

 持分法による投資損失 － 195,959

 業務受託原価 23,358 23,358

 賃貸収入原価 21,111 19,434

 株式交付費 19,330 13,354

 株式公開費用 8,433 －

 その他 13,953 1,566

 営業外費用合計 121,665 283,709

経常利益又は経常損失（△） 1,026,734 △1,585,784

特別利益   

 段階取得に係る差益 － 23

 固定資産売却益 766 0

 特別利益合計 766 24

特別損失   

 固定資産売却損 6,014 4

 固定資産除却損 1,927 389

 減損損失 － 83,381

 特別損失合計 7,942 83,775

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

1,019,559 △1,669,535

法人税、住民税及び事業税 101,427 16,431

法人税等調整額 31,516 120,122

法人税等合計 132,944 136,554

四半期純利益又は四半期純損失（△） 886,615 △1,806,090

非支配株主に帰属する四半期純利益 － －

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

886,615 △1,806,090
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 886,615 △1,806,090

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 27 1,610

 繰延ヘッジ損益 1,209 △1,718

 為替換算調整勘定 △832 △9,816

 その他の包括利益合計 404 △9,925

四半期包括利益 887,019 △1,816,015

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 887,019 △1,816,015

 非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。　

 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

 
当第３四半期連結累計期間

(自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日)

(1) 連結の範囲の重要な変更

当第３四半期連結会計期間より、従来持分法適用会社であった中超住江デバイス・テクノロジー株式会社を

株式の追加取得により新たに連結の範囲に含めております。

　なお、当該連結範囲の変更につきましては、当第３四半期連結累計期間の属する連結会計年度の連結財務諸

表に重要な影響を与えます。当該影響の概要は、連結貸借対照表の総負債の増加、連結損益計算書の特別損失

等の増加であります。

(2) 持分法適用の範囲の重要な変更

当第３四半期会計期間より、中超住江デバイス・テクノロジー株式会社を連結の範囲に加えたことにより、

持分法適用会社から除外しております。
 

 

(会計方針の変更等)

 
当第３四半期連結累計期間

(自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日)

(会計方針の変更)

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物

附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

この結果、当第３四半期連結累計期間の営業損失は10,738千円減少しており、経常損失及び税金等調整前四半

期純損失はそれぞれ同額減少しております。
 

 

(追加情報)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１四

半期連結会計期間から適用しております。

 

(四半期連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

受取手形裏書譲渡高 2,328千円 －千円
 

 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
 至　平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
 至　平成28年12月31日)

減価償却費 329,235千円 547,877千円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

当社は、平成27年６月24日に東京証券取引所マザーズ市場に上場いたしました。上場にあたり、平成27年６月23

日を払込期日とする有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）による新株式発行600,000株により、資本

金及び資本準備金がそれぞれ469,200千円増加しております。

また、平成27年７月22日を払込期日とする、オーバーアロットメントによる当社株式の売出しに関連した第三者

割当増資により、発行済株式総数が292,900株、資本金及び資本準備金がそれぞれ229,047千円増加しております。

この結果、当第３四半期連結会計期間末において、資本金は2,000,122千円、資本剰余金は698,247千円となって

おります。

 
当第３四半期連結累計期間(自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月24
日
定時株主総会

普通株式 41,959 10.00 平成28年３月31日平成28年６月27日 利益剰余金

 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

当社は、平成28年４月12日を払込期日とする有償一般募集による増資により、発行済株式数が400,000株増加し、

資本金及び資本準備金がそれぞれ889,770千円増加しております。

　また、平成28年４月26日を払込期日とするオーバーアロットメントによる当社株式の売出しに関連した第三者割

当増資により、発行済株式数が60,000株増加し、資本金及び資本準備金がそれぞれ133,465千円増加しております。

さらに、新株予約権の行使により18,000株増加し、資本金及び資本準備金がそれぞれ7,500千円増加しております。

　この結果、当第３四半期連結会計期間末において、資本金は3,035,858千円、資本剰余金は1,733,983千円となっ

ております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   (単位：千円)

 

報告セグメント

調整額
(注)

四半期連結
損益計算書
計上額

電子材料
スライス
周辺事業

特殊精密
機器事業

化学繊維用
紡糸ノズル
事業

その他 計

売上高        

外部顧客への売上高 3,317,633 476,861 1,016,603 － 4,811,098 － 4,811,098

セグメント間の内部
売上高又は振替高

173 3,601 － － 3,774 △3,774 －

計 3,317,806 480,462 1,016,603 － 4,814,872 △3,774 4,811,098

セグメント利益又は損
失（△）

938,251 △60,109 100,878 － 979,020 1,725 980,746
 

(注)　セグメント利益の調整額は、セグメント間の取引の消去によるものであり、これはグループ間の売上取引及び

業務委託取引の消去によるものであります。

　

当第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   (単位：千円)

 

報告セグメント

調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額

電子材料
スライス
周辺事業

特殊精密
機器事業

化学繊維用
紡糸ノズル
事業

その他
(注)２

計

売上高        

外部顧客への売上高 1,829,714 475,088 1,009,369 － 3,314,172 － 3,314,172

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ 2,497 － － 2,497 △2,497 －

計 1,829,714 477,586 1,009,369 － 3,316,670 △2,497 3,314,172

セグメント利益又は損
失（△）

△1,343,334 △25,767 113,849 △137,606 △1,392,858 11,580 △1,381,278
 

(注) １　セグメント利益の調整額は、セグメント間の取引の消去によるものであり、これはグループ間の売上取引及

び業務委託取引の消去によるものであります。

２　その他のセグメント利益又は損失の主なものは、前期に新設した新規事業開発室における研究開発費

124,893千円であります。

　

２．報告セグメントごとの資産に関する情報

「電子材料スライス周辺事業」において、和泉工場及び沖縄工場でのダイヤモンドワイヤ製造設備及び付随設備

等の新設により、資産の金額が前連結会計年度末に比べ2,445,915千円増加しております。

 
３．報告セグメントの変更等に関する事項

（報告セグメント区分の変更）

第１四半期連結会計期間より、当社グループ内の事業管理区分の変更に伴い、従来「特殊精密機器事業」に含め

ておりました上海那科夢楽商貿有限公司の事業を「電子材料スライス周辺事業」に変更しております。

　なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分に基づき作成したものを

開示しております。

　

４．報告セグメントごとに固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

電子材料スライス周辺事業において、のれんの減損損失83,381千円を計上しております。

 
（有形固定資産の減価償却方法の変更）
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会計方針の変更に記載のとおり、法人税法の改正に伴い、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構

築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更したため、事業セグメントの減価償却の方法を同様に変更して

おります。

当該変更により、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の「電子材料スライス周辺事業」のセグメン

ト損失が9,699千円減少し、「特殊精密機器事業」のセグメント損失が3千円減少し、「化学繊維用紡糸ノズル事

業」のセグメント利益が88千円増加し、「その他」のセグメント損失が946千円減少しております。
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(企業結合等関係)

取得による企業結合

(1) 企業結合の概要

①被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　　中超住江デバイス・テクノロジー株式会社

事業の内容　　　　　シリコンウエハの加工及び販売事業

②企業結合を行った主な理由

ダイヤモンドワイヤ販売事業との連携強化のためであります。

③企業結合日

平成28年12月30日

平成28年12月31日（みなし取得日）

④企業結合の法的形式

現金による株式の取得

⑤結合後企業の名称

変更ありません。

⑥取得した議決権比率

企業結合日に追加取得した議決権比率　49.9％

取得後の議決権比率　　　　　　　 　 90.0％

⑦取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として、株式を取得したためであります。

 
(2) 四半期累計期間に係る四半期損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

平成28年12月31日をみなし取得としているため、当第３四半期累計期間に係る四半期連結損益計算書に被取得

企業の業績は含まれておりません。但し、被取得企業は当社の持分法適用関連会社であったため、平成28年３月1

日から平成28年12月31日までは持分法による投資損失として業績に含めております。

 
(3) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

企業結合直前に保有していた中超住江デバイス・テクノロジー株式会社の企業結合日における

時価

23千円

企業結合日において取得した中超住江デバイス・テクノロジー株式会社の時価 19千円

取得原価 43千円
 

 
(4) 被取得企業の取得原価と取得するに至った取引ごとの取得原価の合計額との差額

段階取得に係る差益が23千円発生しております。

　

(5) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

①　発生したのれんの金額

83,381千円

なお、上記の金額は暫定的に算出した金額であります。

②　発生原因

被取得企業に係る当社の持分と取得原価との差額により発生しております。

③　償却の方法及び償却期間

全額を減損処理しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益金額及び算定上の基礎は以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日)

（1）１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半
期純損失金額（△）

228円18銭 △388円46銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は親会社株
主に帰属する四半期純損失金額（△）(千円)

886,615 △1,806,090

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益金
額又は普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純損
失金額（△）(千円)

886,615 △1,806,090

普通株式の期中平均株式数(株) 3,885,519 4,649,369

（2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 225円00銭 －

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(千円) － －

普通株式増加数(株) 54,952 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後1株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

(注) １　当社株式は、平成27年６月24日をもって、東京証券取引所マザーズ市場に上場しているため、前第３四半期

連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、新規上場日から第３四半期会計期間末まで

の平均株価を期中平均株価とみなして算定しております。　

２　当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在する

ものの、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

 
２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

　

平成29年２月13日

株式会社中村超硬

取締役会　御中
 

 

　

有限責任監査法人 ト　ー　マ　ツ  
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　寺　　田　　勝　　基　　　印

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　中　　田　　信　　之　　　印

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社中村超

硬の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成28年10月１日から平成

28年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社中村超硬及び連結子会社の平成28年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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